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(単位：千円)

[ 資 産 の 部 ]

Ⅰ 固定資産

  １ 有形固定資産
       土地 46,345,278
       　減損損失累計額 △ 38,660 46,306,618
       建物 36,699,978
       　減価償却累計額 △ 20,706,643
       　減損損失累計額 △ 3,517 15,989,816
       構築物 3,215,527
       　減価償却累計額 △ 1,893,730 1,321,796
       機械装置 870,061
       　減価償却累計額 △ 669,538
　　　　 減損損失累計額 △ 19,562 180,960
       工具器具備品 27,817,065
       　減価償却累計額 △ 19,482,946 8,334,119
       図書 2,694,511
       美術品･収蔵品 100,313
       船舶 24,599
       　減価償却累計額 △ 22,421 2,178
       車両運搬具 107,734
       　減価償却累計額 △ 100,018 7,715
       建設仮勘定 388,162
   　有形固定資産合計 75,326,192

  ２ 無形固定資産
       特許権 19,679
       ソフトウェア 54,366
       特許権仮勘定 17,326
       その他 231
   　無形固定資産合計 91,604

  ３ 投資その他の資産
　　　 投資有価証券 1,400,109
       長期前払費用 18,461
       その他 1,691
   　投資その他の資産合計 1,420,262
   固定資産合計 76,838,059

Ⅱ 流動資産

       現金及び預金 6,329,623
       未収学生納付金収入 55,272
       未収附属病院収入 4,593,810
       　徴収不能引当金　 △ 60,107 4,533,702
       その他未収入金 342,618
       　貸倒引当金　 △ 232 342,386
       たな卸資産 7,239
       医薬品及び診療材料 206,857
       前払費用 33,528
       その他 5,954
   流動資産合計 11,514,563

   資 産 合 計 88,352,623

　貸　 借 　対 　照 　表
(令和2年3月31日現在)
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[ 負 債 の 部 ]

Ⅰ 固定負債
       資産見返負債
       　資産見返運営費交付金等 3,484,252
       　資産見返補助金等 1,256,480
       　資産見返寄附金 1,186,216
       　資産見返物品受贈額 2,107,082
       　建設仮勘定見返運営費交付金等 13,615
         建設仮勘定見返施設費 126,865
       　特許権仮勘定見返運営費交付金等 17,326 8,191,839
       大学改革支援・学位授与機構債務負担金 67,551
       長期借入金 4,666,083
       資産除去債務 51,487
       退職給付引当金 317,906
       長期未払金 4,742,755
   固定負債合計 18,037,622

Ⅱ 流動負債
       運営費交付金債務 28,450
       寄附金債務 1,828,138
       前受受託研究費 248,530
       前受共同研究費 159,003
       前受受託事業費等 11,489
       前受金 26,941
       預り科学研究費補助金等 160,905
       預り金 269,752
       一年以内返済予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金 114,325
       一年以内返済予定長期借入金 300,104
       未払金 4,405,002
       未払費用 1,372
       未払消費税等 14,313
       賞与引当金 2,469
   流動負債合計 7,570,799

   負 債 合 計 25,608,421

[ 純 資 産 の 部 ]

Ⅰ 資本金
       政府出資金 35,168,122
   資本金合計 35,168,122

Ⅱ 資本剰余金
       資本剰余金 21,315,602
       損益外減価償却累計額(△) △ 14,184,667
       損益外減損損失累計額(△) △ 44,953
       損益外利息費用累計額(△) △ 9,019
   資本剰余金合計 7,076,962

Ⅲ 利益剰余金
       前中期目標期間繰越積立金 17,068,969
　　　 目的積立金 1,636,942
　　　 積立金 1,022,742
       当期未処分利益 770,462
       (うち当期総利益 770,462 )
   利益剰余金合計 20,499,117

   純 資 産 合 計 62,744,202

   負 債 純 資 産 合 計 88,352,623
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注記事項
　１. 翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与見積額           1,118,210千円
　２. 翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額   9,085,595千円
　３. 担保提供資産残高及び債務残高
　　　　　土　地　     8,566,000千円
　　　　　建　物　   　1,356,991千円
　　　　　長期借入金   4,849,227千円
　４．保証債務残高
　　　　　独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債務負担金       181,877千円
　５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
　　　　①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当期借入金に係る債務負担
　　　　額を下回っていたこと等によるもの
　　　　　附属病院等に関する借入金の元金償還額の累計          25,174,431千円
　　　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計　     7,611,829千円
　　　　　利益剰余金に与える影響額（差引き）　                17,562,602千円
　　　　②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等にかかる減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻入が二重になっていることに
　　　　よるもの
　　　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する
　　　　　資産見返物品受贈額戻入額の累計                       1,073,097千円
　　　　③国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資でなく譲与としたこと
　　　　によるもの　                                             532,661千円
　　　　④国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの出資でなく譲与としたことに　　
        よるもの　　　　　　　　                                 381,405千円
                                                              19,549,766千円

3



(単位：千円)

[ 経 常 費 用 ]

　 業 務 費
       教育経費 1,611,199
       研究経費 1,375,292
       診療経費 15,034,676
       教育研究支援経費 591,695
       受託研究費 777,125
       共同研究費 278,918
       受託事業費 259,373
       役員人件費 106,061
       教員人件費 8,549,608
       職員人件費 11,045,592 39,629,543
   一般管理費 1,118,385
   財務費用
       支払利息 52,952 52,952
   雑　損 1,731

   経 常 費 用 合 計 40,802,613

[ 経 常 収 益 ]

   運営費交付金収益 10,636,722
   授業料収益 3,161,026
   入学料収益 437,660
   検定料収益 92,910
   施設費収益 35,698
   補助金等収益 206,621
   附属病院収益 23,678,644
   受託研究収益 805,803
   共同研究収益 287,860
   受託事業等収益 282,762
   寄附金収益 441,997
   資産見返負債戻入
       資産見返物品受贈額戻入 7,552
       資産見返運営費交付金等戻入 523,274
       資産見返寄附金戻入 149,673
       資産見返補助金等戻入 259,563 940,064
   財務収益
       受取利息 1,861
       有価証券利息 5,047 6,908

   雑　益
       財産貸付料収入 119,083
       文献複写料収入 698
       研究関連収入 153,730
       農産物等処分収入 22,276
       動物病院収入 87,723
       その他雑益 199,687 583,199

   経 常 収 益 合 計 41,597,881

   経 常 利 益 795,268

　損　 益 　計 　算 　書
(平成31年4月1日～令和2年3月31日)
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[ 臨 時 損 失 ]

   固定資産除却損 2,410

   その他臨時損失 69,140 69,140

   臨 時 損 失 合 計 71,551

[ 臨 時 利 益 ]

   資産見返負債戻入

       資産見返物品受贈額戻入 0

       資産見返運営費交付金等戻入 1,976

       資産見返寄附金戻入 431

　　　 資産見返補助金等戻入 0 2,407

   その他臨時利益 392

   臨 時 利 益 合 計 2,800

   当 期 純 利 益 726,517

   目的積立金取崩額 43,944

   当 期 総 利 益 770,462

注記事項

注記事項

　１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　　　　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当期借入金に係る債務負担
　　　　額を下回っていたこと等によるもの
　　　　　附属病院等に関する借入金の元金償還額　                 750,526千円
　　　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費     　        358,708千円
　　　　　当期総利益に与える影響額（差引き）　                 　391,817千円

　２．その他臨時損失のうち、63,040千円については、労働基準監督署の指導を受けて支給することとなった、当期以前に発生した裁量労働

　　　適用対象者への超過勤務手当等を計上しています。

5



（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 16,035,433
人件費支出 △ 19,957,899
その他の業務支出 △ 1,092,554
運営費交付金収入 10,764,193
授業料収入 2,849,642
入学料収入 406,358
検定料収入 92,910
附属病院収入 23,312,413
受託研究収入 873,535
共同研究収入 311,139
受託事業等収入 248,767
補助金等収入 419,648
寄附金収入 465,964
その他収入 580,776

預り金の増加 33,170

小計 3,272,632
業務活動によるキャッシュ・フロー 3,272,632

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 505,835
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,786,331
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 335
施設費による収入 352,822
定期預金への預入による支出 △ 4,700,001
定期預金の払戻による収入 2,139,000
共同運用への預入による支出 △ 100,000
共同運用からの返還による収入 100,000

小計 △ 4,500,010
利息及び配当金の受取額 4,907

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 4,495,102

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △ 442,686
長期借入れによる収入 377,928
長期借入金の返済による支出 △ 307,840
リース債務の返済による支出 △ 888,925

小計 △ 1,261,524
利息の支払額 △ 59,242

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,320,766

Ⅳ 資金に係る換算差額 -
Ⅴ 資金増加額 △ 2,543,237
Ⅵ 資金期首残高 6,054,782
Ⅶ 資金期末残高 3,511,545

注記事項

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は以下のとおりです。

　 　　現金及び預金勘定 6,329,623千円

　　定期預金 △ 2,818,077千円

　　現金及び現金同等物 3,511,545千円

２．重要な非資金取引として以下のものがあります。

　　(1) ファイナンス・リースによる資産の取得 4,823,257千円

　　(2) 現物寄附による資産の取得 535,850千円

　　(3) 交換による資産の取得 790千円

　　キャッシュ・フロー計算書　　
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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Ⅰ 当期未処分利益 770,462,308

当期総利益 770,462,308

Ⅱ 利益処分額

積立金 351,887,210

国立大学法人法第３５条において準用する

独立行政法人通則法第４４条第３項により

文部科学大臣の承認を受けようとする額

  教育研究業務充実積立金 418,575,098 770,462,308

（単位：円）

　　利益の処分に関する書類(案)　　
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（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 39,629,543

一般管理費 1,118,385

財務費用 52,952

雑　損 1,731

臨時損失 71,551 40,874,164

(2) (控除) 自己収入等

授業料収益 △ 3,161,026

入学料収益 △ 437,660

検定料収益 △ 92,910

附属病院収益 △ 23,678,644

受託研究収益 △ 805,803

共同研究収益 △ 287,860

受託事業等収益 △ 282,762

寄附金収益 △ 441,997

資産見返運営費交付金等戻入 △ 55,507

資産見返寄附金戻入 △ 149,673

財務収益 △ 6,908

雑　益 △ 429,407

臨時利益 △ 1,175 △ 29,831,338

業務費用合計 11,042,825

Ⅱ 損益外減価償却相当額 674,630

Ⅲ 損益外利息費用相当額 624

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 0

Ⅴ 引当外賞与増加見積額 49,620

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 128,100

Ⅶ 機会費用

4,663

1,898

8 6,569

Ⅷ (控除) 国庫納付額 -              

Ⅸ 国立大学法人等業務実施コスト 11,902,371

注記事項

　１．引当外退職給付増加見積額のうち、916千円は国又は地方公共団体からの出向職員に係るものです。

無利子又は通常よりも有利な条件による
融資取引の機会費用

政府出資の機会費用

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

国立大学法人等業務実施コスト計算書

国又は地方公共団体の無償又は減額され
た使用料による貸借取引の機会費用

8



  9 

注  記                        

 

【重要な会計方針】 

 

１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

下記を除き、期間進行基準により収益化を行っております。 

(1)退職一時金等の特殊要因経費に充当される運営費交付金 

費用進行基準 

(2)文部科学省が指定する機能強化経費のうち機能強化促進分等に充当される運

営費交付金 

業務達成基準 

(3)学長が業務達成基準の適用を承認した事業に充当される運営費交付金  

業務達成基準 

 

２． 減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産の減価償却 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準にしておりますが、受託研究

収入、共同研究収入又は受託事業等収入により購入した償却資産については当該受

託研究、共同研究又は受託事業の期間を耐用年数としております。 

なお、リース資産は、リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採

用しております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

    建  物    １０～５０年 

    構 築 物    １０～６０年 

    機械装置       ４～１７年 

    工具器具備品   ４～２０年 

    船  舶        ５年 

    車両運搬具      ４～ ７年 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）の減価償却相当額につい

ては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 (2)無形固定資産の減価償却 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５

年）に基づいております。また、リース資産は、リース期間を耐用年数とし残存価

額を零とする定額法を採用しております。 

   主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

 特 許 権        ８年 

 ソフトウェア      ５年 
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３． 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)満期保有目的債券 

   償却原価法（定額法）を採用しております。 

 (2)その他有価証券 

   期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

 

４． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1)医薬品及び診療材料 

   最終仕入原価法による低価法によっております。 

 (2)貯蔵品 

   最終仕入原価法を採用しております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1)徴収不能引当金及び貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金  

職員に支給する賞与について運営費交付金により財源措置がなされないものに

ついては、支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上し

ております。  

なお、職員に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置がなされ

るものについては、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加

見積額として、当事業年度末の支給対象期間に応じた支給見込額から前事業年度末

の同見込額を控除して計上しております。 

(3)退職給付引当金 

退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、

教職員の退職給付に備えるため、自己都合退職による退職一時金の期末要支給額を

計上しております。 

なお、退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについ

ては、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額と

して、自己都合退職による退職一時金の期末要支給額に基づき計上しております。 

 

６．リース取引の会計処理 

(1)ファイナンス・リース取引 

リース料総額が 3,000 千円以上のファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に準じた会計処理を行っております。 

(2)オペレーティング・リース取引 

リース期間の中途において契約を解除できないオペレーティング・リース取引 

の未経過リース料については以下のとおりです。 

① 貸借対照表日後一年以内の期間に係る未経過リース料    2,532千円 

② 貸借対照表日後一年を超える期間に係る未経過リース料  2,514千円 
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７．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

８． 国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1)国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

土地に係る無償借上分については、相続税評価額及び条例等を参考に算定して

おります。 

また、公務員宿舎に係る使用料については、近隣の賃借料を参考に算定してお

ります。 

(2)政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

「国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の算定に係る利回り

について（通知）」(令和 2 年 4 月 10 日付け 2文科高第 53号)に基づき、0.005%

で計算しております。 

(3)国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に 

使用した利率 

「国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の算定に係る利回り

について（通知）」(令和 2 年 4 月 10 日付け 2文科高第 53号)に基づき、0.005%

で計算しております。 

 

 

９．記載金額の表示 

   貸借対照表等に記載している金額は、千円未満の端数を切捨てて表示しておりま

す。ただし、利益の処分に関する書類（案）については、円単位で表示しておりま

す。 
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【重要な債務負担行為】 

 

当事業年度までに契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下の

とおりです。     

                               （単位：千円） 

件        名 契約金額 
翌期以降

支払額 

イヌケージ 一式 12,100 12,100 

Microsoft 365 Education A3 外 2 件 30,644 30,644 

鳥取大学（三浦）総合研究棟改修Ⅱ（獣医学系）工事 74,690 46,830 

鳥取大学（三浦）総合研究棟改修Ⅱ（獣医学系）電気設備工事 19,580 12,330 

鳥取大学（三浦）総合研究棟改修Ⅱ（獣医学系）機械設備工事 79,200 47,520 

鳥取大学（医病他）基幹・環境整備（電気設備更新等）工事 440,000 264,000 

鳥取大学（医病）病棟浴室その他改修工事（Ⅱ期） 143,000 85,800 

鳥取大学（医病）病棟浴室その他改修機械設備工事（Ⅱ期） 123,200 73,920 

新生児用閉鎖式保育器 四式 13,860 13,860 

超音波画像診断装置 一式 14,300 14,300 

高気圧酸素治療装置修理 132,000 132,000 

鳥取大学（医病）病棟浴室その他改修電気設備工事（Ⅱ期） 33,847 20,557 
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【退職給付に係る注記】 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用してい

ます。当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法によ

り退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。 

 

２．確定給付制度 

(1)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：千円） 

期首における退職給付引当金       249,304 

退職給付費用              77,245 

退職給付の支払額            △8,644 

期末における退職給付引当金       317,906 

 

(2)退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用       77,245 

 

【減損会計の注記】 

 

１． 兆候がある固定資産 

(1)減損の兆候がある固定資産の概要 

                                 （単位：千円） 

用 途 場 所 種 類 帳簿価額 

大山共同研修所 鳥取県西伯郡 土地 6,540  

大山共同研修所 鳥取県西伯郡 建物 1,781  

 

(2)認められた減損の兆候 

平成２９年４月１日に廃止しており、遊休状態となっています。 

 

(3)減損の認識に至らないとした根拠 

回収可能サービス価額が帳簿価額を上回るため、減損を認識しておりません。  
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【資産除去債務に関する注記】 

 

１．資産除去債務の概要 

石綿障害防止規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、放射線障害防止法

の規定に基づく放射線同位元素等を使用している建物の放射線の除去義務、特定製品

に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律に基づくフロン類の除

去義務、土地の賃貸借契約等に基づく原状回復義務であります。 
 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から 1年～40年と見積もり、割引率は、0.05％～2.2％を使用して

資産除去債務の金額を計算しております。 
 

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

（単位：千円） 

期首残高                 50,786 

時の経過による調整額             700 

資産除去債務の履行による減少額        - 

期末残高                51,487 

 

【金融商品の時価等の注記】 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については預金、国債等に限定し、資金調達については独立行

政法人大学改革支援・学位授与機構及び金融機関より長期借入れを行っております。 

   資金運用にあたっては国立大学法人法第 35条が準用する独立行政法人通則法第 47

条の規定に基づき、預金、国債等を保有しております。また、未収附属病院収入及び

その他未収入金は債権管理事務取扱規程に沿ってリスク管理を行っております。 

   独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は、附

属病院の整備資金及び学生寮の整備であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入

れを実施しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

   期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額（*1） 時  価（*1） 差  額(*1) 

(1) 投資有価証券及び有価証

券 

満期保有目的債券 

   

(2) 現金及び預金 

(3) 未収附属病院収入 

    徴収不能引当金(*2) 

 

 

(4) その他未収入金 

 貸倒引当金(*2) 

 

 

(5) 独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構債務負

担金 

(6) 長期借入金 

(7) リース･割賦債務(*3) 

(8) 未払金 

 

 

1,400,109 

 

6,329,623 

4,593,810 

  (60,107) 

4,533,702 

 

342,618 

  (176) 

342,442 

 

 (181,877) 

 

 

 (4,966,187) 

 (5,834,140) 

 (3,313,616) 

 

 

1,412,727 

 

6,329,623 

4,593,810 

  (60,107) 

4,533,702 

 

342,618 

  (176) 

342,442  

  

(186,099) 

 

 

(5,023,717) 

(5,835,297) 

(3,313,616) 

 

 

12,617 

 

- 

- 

- 

-  

 

- 

- 

- 

 

(4,222) 

 

 

(57,530) 

(1,157) 

- 

(*1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

(*2)未収附属病院収入、その他未収入金に個別に計上している徴収不能引当金、貸倒引

当金を控除しております。 

(*3)リース･割賦債務は、貸借対照表の長期未払金及び未払金のうちリース･割賦債務に

該当するものです。 

 

(注 1)金融商品の時価の算定方法 

(1)投資有価証券及び有価証券 

これらの時価について、日本証券業協会の公表された価格によっております。 

 (2)現金及び預金、(3)未収附属病院収入及び(4)その他未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。なお、未収附属病院収入及びその他未収入金のう

ち貸倒懸念債権については、債権ごとの回収見込額により算定しております。 

(5)独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債務負担金、(6)長期借入金及び(7)リ

ース･割賦債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入、リース取引又

は割賦購入取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法により

算定しております。 
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(8)未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

 

【賃貸等不動産の時価等の注記】 

 

当法人は、寄宿舎等を有しておりますが、賃貸等不動産の総額が重要性に乏しいこ

とから、注記を省略しております。 

 

【重要な後発事象】 

 

該当事項はありません。 


